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　　　　 協会のあゆみ

　　　本協会は、昭和３５年に北海道における私立学校教育の振興を図り、教育・文化の発展

に寄与することを目的に設立された。設立当時、北海道の私学はその多くが戦後に創立さ

れ経営基盤も浅く、多額の負債と資金不足を抱え経営的にも困難な状況にあった。

　さらに、戦後のベビーブームによる高校生徒の急増期を迎え、これの収容対策として施

設の拡充が要請されていた。

　このため、私学関係者の間には私学独自の基金制度創設の気運が高まり、昭和３５年度

の道の予算編成においては私学振興対策が最重点となり、この構想が具体化されて昭和３

５年５月２８日に、文部大臣の設立許可書の交付を受けて、社団法人北海道私学振興基金

協会が設立された。

　その後、北海道の私学教育の発展に寄与すべく貸付事業をはじめ、融資斡旋事業、助成

事業、経営調査相談事業などの様々な事業を展開してきたが、公益法人制度改革に伴い、

平成２５年３月１９日に北海道知事より公益社団法人としての認定を受けて平成２５年４

月１日公益社団法人北海道私学振興基金協会に移行した。

協会の組織

　設立発起人及び第１回総会により、理事長に黒沢酉蔵先生が就任し、定款による理事（正

会員、学識経験者）１２名、監事（正会員、学識経験者）２名を選出し、事務局員は、道の

学事課職員がこれを代行した。

　設立時の事務局は、道の学事課内に置かれ、学事課職員が、事務を代行していたが、その

後、専任職員も増員し、事務局体制も強化され昭和４６年１２月に北海道会館（現札幌ガー

デンパレス）に移転した。またこの頃から、学事課職員の兼務がなくなり、本務職員のみに

よる事務処理が行われるようになった。

　昭和４７年度に黒沢理事長が退任し足場理事長が就任。平成４年度に森本理事長が就任さ

れ、令和３年度途中に退任。その後西岡理事長が就任し、現在に至っている。

　平成２年に北海道会館の改築のため、一時、他の施設に移転したが、平成４年に札幌ガ－

デンパレスの完成と同時に移転し、今日に至っている。

　平成５年度に定款施行細則を新たに制定し、その中で、役員の選出基準や企画委員会を設

けるなど協会組織の強化が図られた。

平成２４年度の総会では、公益社団法人移行に伴う定款の変更や諸規程の整備を行った。

　なお、現在の役員及び職員名簿は、次のとおりである。
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＜ 現役員名簿 ＞

担当職務

監事

(注) 理事・監事は全員非常勤

＜ 現職員名簿 ＞

(注)職員は北海道私学退職金社団事務局職員を兼務

(学)北斗文化学園理事長

(学)川畠学園理事長

北海道市長会事務局長

〃

石　原　　　聰

〃

〃

〃

松　橋　明　生

堀　　　　　武

明上山　勝　己 (学)札幌北斗学園理事長

〃

〃

〃

〃 星　川　定　行

〃

備　　　考

役名

なし

〃

西　岡　憲　廣

永　田　淑　子

理事長

手当就任年月日

〃

理事

〃

川  畠  教  孝

澤  田      豊

氏　　　名職  　務

〃

〃

安加賀  雅  浩  R3. 4. 1

出　井　浩　義

係　　長 古　山　志　保 H31. 4. 1

採用年月日

係　　長 安　住　和　宏 H18. 4. 1

〃

三  澤  啓　徳

事務局長

次　　長 H15. 4. 1

〃

(令和7年4月1日現在)

野　又　淳　司

R6.5.30

氏　　名

〃

現　　　　職   　 　等

〃

〃 〃 (学)創成学園理事長

(学)西岡学園理事長

(学)藤天使学園理事長

(学)野又学園理事長

〃 〃 〃安　酸　敏　眞 (学)北海学園理事長

〃

〃

〃

(令和7年4月1日現在)

元(財)北海道青少年育成協会専務理事

〃

元北海道私学団体連合会事務局長

元北海道経営者協会事務局長

〃

柴  田  達  夫〃

〃

北海道町村会常務理事

〃

〃

〃

〃

〃
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会員の状況

　本協会の会員は、定款で正会員と特別会員に区分され、正会員は「北海道内で幼稚園、認

定こども園（幼稚園型認定こども園及び幼保連携型認定こども園に限る。）、小学校、中学

校、高等学校又は大学（短期大学を含む。)を設置する学校法人で､この法人の目的に賛同し

て入会したもの｡」となっており､特別会員は「地方公共団体その他学校法人以外の法人で、

この法人の事業を後援するため入会したもの。」となっている。

１９３市町村による地方公共団体及び７２企業体を合せて２６６になり総数３０９であった。

　その後正会員については学生、生徒数の急増期に新設された高校及び大学、短期大学法人

の入会と、昭和４０年度から入会可能となった幼稚園の新設や学校法人化によって、大幅に

増加し今日に至っている。

＜ 会  員  数 ＞

(注) 1. 市町村数については、合併等により179市町村になった。

2. 企業体については、出資金払込時の会員数である。

＜ 加入学校数 ＞

設立当初の昭和３５年度末における会員数は、正会員が４３法人、特別会員は北海道と

２７１

(令和7年3月31日現在)

１０

５１

１４

１

６８５

３４６

５２６

現 総 数

(令和7年3月31日現在)

１７９

１

備      考

１５９

合        計 ５８

０

中 学 校 １

０

４６

１８０

計

７２

小 学 校

幼 稚 園
認 定 こ ど も 園

      区            分

備      考

合        計 ３０９

設 立 時

特

別

会

員

企    業    体

２６６

１９３

　　　正　　 会　　 員

北    海    道

市    町    村

４３

１

２

高 等 学 校

現学校数

大 学

短 期 大 学 ９

１５

学   校   種   別 設 立 時
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協会の事業

　本協会は、自己資金と道資金により独自性を発揮しながら、私学教育の充実、経営環境の

変化などに伴う会員の要望に応えるため、次の事業を実施している。

(1) 貸付事業

　従来の施設整備及び経営資金の他、平成２４年度から新規事業として、環境整備資金貸

付事業の中に耐震・防災等資金の設定や災害時に対応するための災害復旧資金、私立幼稚

園等も対象とした私立幼稚園等短期経営安定資金を加え６事業を実施している。

(2) 融資斡旋事業

　施設及び経営に必要な資金需要に応えるため、短期及び長期経営資金融資斡旋事業に対

し、自己資金を預託財源として、その３倍の融資斡旋枠により融資斡旋を実施している。

(3) 助成事業

従来の経営資金融資斡旋事業に係る利子補給の他、平成２４年度から新規事業として、

耐震診断助成金、防災・省資源等助成金を加え３事業を実施している。

(4) 経営調査相談事業

　本協会の自己資金を財源として、私立学校の財務状況等に関する調査・資料の収集及び

分析を行い、長期的な観点から情報の提供をするとともに、私学経営上の諸問題をテーマ

とした研修会の実施や弁護士・公認会計士・一級建築士等による個別相談にも応じている。
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令和６年度事業報告書

合　　計 1,045,973

784,500 1,465,500 309,500 475,000

3,357,027 1,031,973 714,000

2,250,000

4,403,000

計

斡

旋

事

業

短 期 経 営 資 金 900,000 130,000

長 期 経 営 資 金

2,100,000

耐 震 診 断 助 成 金

助

成

事

業

3,000 1,617

貸
　
　
付
　
　
事
　
　
業

500,000

120,000 -             

263,500 186,500 50,000     

-             70,000     

545,000 -             355,000   

区
　
分

左　の　財　源
備　　考

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ 自己資金
資  　金  　名

事業計画額 事業実績額 差　異

借入金

(単位:千円)

236,500

500,000 120,000

900,000 355,000

短期経営安定資金

380,000

1,383

計

-             

防 災 ・ 省 資 源 等

助 成 金

10,000 0 10,000 0 -             

15,81743,000

14,200 15,800 14,200 -             

3,344

27,183

6,656 -             

-             15,817

3,344 6,656 -             

経

営

調

査

相

談

事

業

施 設 整 備 資 金

環 境 整 備 資 金

経 営 安 定 資 金

短期経営安定資金

計

私 立 幼 稚 園 等

経営資金利子補給金

財 務 状 況 調 査 等

計

3,000

1,617

6,656

私 学 経 営 研 修 会

私学経営実務研修会

経 営 相 談 会

10,000

30,000

10,000 6,656

借入金については、
道と借入先が損失補償
契約締結

正会員が銀行より借入

借入金については、
道と借入先が損失補償
契約締結

借入金については、
道と借入先が損失補償
契約締結

〃

1,861,000

1,200,000

-

700,000

300,000 130,000

109,000 1,091,000 400,000

239,000 239,000

770,000

109,000

250,000 70,000 180,000

100,000 3,000 97,000

５
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　　　　　令和６年度正味財産増減計算書

　

科　　　　　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１ 経常増減の部   

　 (１)経常収益 

　　　 　特定資産運用益 3,235,647 2,301,641 934,006

　　 　　　特定資産受取利息 234,665 120,142 114,523

 　　　　　特定資産受取配当金 3,000,982 2,181,499 819,483

　　　　 受取会費 40,454,010 41,569,210 △ 1,115,200

　 　　　　正会員受取会費 40,454,010 41,569,210 △ 1,115,200

　　　　 事業収益 5,012,047 2,831,093 2,180,954

　 　　　　貸付金利息 5,012,047 2,831,093 2,180,954

　 　　　　　施設整備資金貸付金利息 3,067,852 1,437,646 1,630,206

 　　　　　　環境整備資金貸付金利息 1,944,195 1,393,447 550,748

　　　　 受取補助金 8,708,740 8,199,881 508,859

　　　　　 受取北海道補助金 8,708,740 8,199,881 508,859

        　   施設整備資金補助金 419,045 5,120 413,925

　　　　　　 経営安定資金補助金 8,289,695 8,194,761 94,934

　　　　 雑収益 88,565 1,728 86,837

           受取利息 88,565 1,728 86,837

　　　 　　　預金利息 87,455 1,728 85,727

             延滞金 1,110 0 1,110

経 常 収 益 計 57,499,009 54,903,553 2,595,456

　 (２)経常費用 

　　　　 事業費 60,467,786 67,525,170 △ 7,057,384

　　 　  　給料手当 15,945,750 15,257,467 688,283

　　 　  　退職給付費用 0 20,220 △ 20,220

　　  　　 福利厚生費 4,397,061 4,027,156 369,905

           賞与引当金繰入額 1,991,899 1,861,509 130,390

　　　　　 会議費 965,610 697,050 268,560

　  　　　 旅費交通費 812,021 815,020 △ 2,999

　　　　　 通信運搬費 737,800 727,518 10,282

　　 　　  減価償却費 1,120,990 961,739 159,251

　　　　　 消耗品費 2,450,951 2,391,706 59,245

　　　　　 印刷製本費 580,002 583,014 △ 3,012

　　 　 　 光熱水料費 198,146 195,646 2,500

   　　　　賃借料 4,562,648 4,623,670 △ 61,022

　　  　　 諸謝金 1,326,500 1,296,500 30,000

　　　　　 租税公課 9,850 5,900 3,950

           貸倒引当金繰入額 843,000 0 843,000

　 　　　　経営資金利子補給金 1,616,818 1,461,174 155,644

　　　　　 防災・省資源等助成金 14,200,000 24,400,000 △ 10,200,000

　　 　  　借入金利息 8,708,740 8,199,881 508,859

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで
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　 （単位:円）

科　　　　　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　　減

　　　　 管理費 13,685,873 13,533,657 152,216

　　 　  　給料手当 4,844,003 4,634,918 209,085

　　 　  　退職給付費用 0 6,142 △ 6,142

　　  　　 福利厚生費 1,240,194 1,135,869 104,325

　　　 　　賞与引当金繰入額 605,101 565,491 39,610

　 　 　　 会議費 343,875 403,550 △ 59,675

　  　　　 旅費交通費 548,250 760,849 △ 212,599

　　　　　 通信運搬費 133,043 130,379 2,664

　　 　　  減価償却費 316,175 372,772 △ 56,597

　　　　　 消耗品費 148,680 131,646 17,034

　　　　　 印刷製本費 67,843 66,404 1,439

　　 　 　 光熱水料費 55,879 55,174 705

   　　　　賃借料 878,488 870,878 7,610

　　  　　 諸謝金 1,364,365 1,358,518 5,847

　　　　　 租税公課 70,200 20,000 50,200

　　　　　 支払負担金 3,019,677 3,001,067 18,610

 　　 　　 雑費 50,100 20,000 30,100

経 常 費 用 計 74,153,659 81,058,827 △ 6,905,168

　　評価損益等調整前当期経常増減額 △ 16,654,650 △ 26,155,274 9,500,624

　　　　　 特定資産評価損益等 △ 19,186,000 △ 1,374,000 △ 17,812,000

　　　　　 評 価 損 益 等 計 △ 19,186,000 △ 1,374,000 △ 17,812,000

　　当期経常増減額 △ 35,840,650 △ 27,529,274 △ 8,311,376

　２　経常外増減の部

　 (１)経常外収益 

　　　　　 貸倒引当金戻入額 0 1,285,000 △ 1,285,000

　　　　　 退職給付費用戻入額 40,320 0 40,320

　　      経 常 外 収 益 計 40,320 1,285,000 △ 1,244,680

　 (２)経常外費用 

　　　　　 固定資産除却損 86,505 2 86,503

　　　　　   什器備品除却損 86,505 2 86,503

　　      経 常 外 費 用 計 86,505 2 86,503

　　当期経常外増減額 △ 46,185 1,284,998 △ 1,331,183

　　当期一般正味財産増減額 △ 35,886,835 △ 26,244,276 △ 9,642,559

　　一般正味財産期首残高 3,396,039,896 3,422,284,172 △ 26,244,276

　　一般正味財産期末残高 3,360,153,061 3,396,039,896 △ 35,886,835

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　　指定正味財産期首残高 621,702,000 621,702,000 0

　　指定正味財産期末残高 621,702,000 621,702,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 3,981,855,061 4,017,741,896 △ 35,886,835
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　　　　　令和６年度正味財産増減計算書内訳表

公益目的事業会計
私 学 振 興 事 業

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１ 経常増減の部    

　 (１)経常収益 

　　　 　特定資産運用益 3,235,560 87 3,235,647

　　 　　　特定資産受取利息 234,578 87 234,665

 　　　　　特定資産受取配当金 3,000,982 0 3,000,982

　　　　 受取会費 20,227,005 20,227,005 40,454,010

　 　　　　正会員受取会費 20,227,005 20,227,005 40,454,010

　　　　 事業収益 5,012,047 0 5,012,047

　 　　　　貸付金利息 5,012,047 0 5,012,047

　 　　　　　施設整備資金貸付金利息 3,067,852 0 3,067,852

 　　　　　　環境整備資金貸付金利息 1,944,195 0 1,944,195

　　　　 受取補助金 8,708,740 0 8,708,740

　　　　　 受取北海道補助金 8,708,740 0 8,708,740

        　   施設整備資金補助金 419,045 0 419,045

　　　　　　 経営安定資金補助金 8,289,695 0 8,289,695

　　　　 雑収益 1,110 87,455 88,565

           受取利息 1,110 87,455 88,565

　　　 　　　預金利息 0 87,455 87,455

　　　　　 　延滞金 1,110 0 1,110

経 常 収 益 計 37,184,462 20,314,547 57,499,009

　 (２)経常費用 

　　　　 事業費 60,467,786 0 60,467,786

　　 　  　給料手当 15,945,750 0 15,945,750

　　  　　 福利厚生費 4,397,061 0 4,397,061

           賞与引当金繰入額 1,991,899 0 1,991,899

　　　　　 会議費 965,610 0 965,610

　  　　　 旅費交通費 812,021 0 812,021

　　　　　 通信運搬費 737,800 0 737,800

　　 　　  減価償却費 1,120,990 0 1,120,990

　　　　　 消耗品費 2,450,951 0 2,450,951

　　　　　 印刷製本費 580,002 0 580,002

　　 　 　 光熱水料費 198,146 0 198,146

   　　　　賃借料 4,562,648 0 4,562,648

　　  　　 諸謝金 1,326,500 0 1,326,500

　　　　　 租税公課 9,850 0 9,850

           貸倒引当金繰入額 843,000 0 843,000

　 　　　　経営資金利子補給金 1,616,818 0 1,616,818

　　　　　 防災・省資源等助成金 14,200,000 0 14,200,000

　　 　  　借入金利息 8,708,740 0 8,708,740

科　　　　　　　　　目 法 人 会 計 合　　　計

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで
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　 （単位:円）
公益目的事業会計
私 学 振 興 事 業

　　　　 管理費 0 13,685,873 13,685,873

　　 　  　給料手当 0 4,844,003 4,844,003

　　  　　 福利厚生費 0 1,240,194 1,240,194

           賞与引当金繰入額 0 605,101 605,101

　 　 　　 会議費 0 343,875 343,875

　  　　　 旅費交通費 0 548,250 548,250

　　　　　 通信運搬費 0 133,043 133,043

　　 　　  減価償却費 0 316,175 316,175

　　　　　 消耗品費 0 148,680 148,680

　　　　　 印刷製本費 0 67,843 67,843

　　 　 　 光熱水料費 0 55,879 55,879

   　　　　賃借料 0 878,488 878,488

　　  　　 諸謝金 0 1,364,365 1,364,365

　　　　　 租税公課 0 70,200 70,200

　　　　　 支払負担金 0 3,019,677 3,019,677

　　　　　 雑費 0 50,100 50,100

経 常 費 用 計 60,467,786 13,685,873 74,153,659

　　評価損益等調整前当期経常増減額 △ 23,283,324 6,628,674 △ 16,654,650

　　　　　 特定資産評価損益等 △ 19,186,000 0 △ 19,186,000

　　　　　 評 価 損 益 等 計 △ 19,186,000 0 △ 19,186,000

　　当期経常増減額 △ 42,469,324 6,628,674 △ 35,840,650

　２　経常外増減の部

　 (１)経常外収益 

　　　　　 退職給付費用戻入額 30,926 9,394 40,320

　　      経 常 外 収 益 計 30,926 9,394 40,320

　 (２)経常外費用 

　　　　　 固定資産除却損 67,474 19,031 86,505

　　　　　　 什器備品除却損 67,474 19,031 86,505

　　      経 常 外 費 用 計 67,474 19,031 86,505

　　当期経常外増減額 △ 36,548 △ 9,637 △ 46,185

　　当期一般正味財産増減額 △ 42,505,872 6,619,037 △ 35,886,835

　　一般正味財産期首残高 3,396,039,896

　　一般正味財産期末残高 3,360,153,061

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　当期指定正味財産増減額 0

　　指定正味財産期首残高 621,702,000

　　指定正味財産期末残高 621,702,000

Ⅲ　正味財産期末残高 3,981,855,061

科　　　　　　　　　目 法 人 会 計 合　　　計
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　　　　　令和６年度収支計算書

科    　     　　　　 目 予　算　額 決　算　額 差　　 異

Ⅰ　事業活動収支の部
　１ 事業活動収入
  　  貸付金回収収入 969,186,800 692,186,800 277,000,000
         施設整備資金回収収入 157,136,800 157,136,800 0
         環境整備資金回収収入 93,780,000 93,780,000 0
         経営安定資金回収収入 368,270,000 368,270,000 0
         短期経営安定資金回収収入 250,000,000 70,000,000 180,000,000
           私立幼稚園等短期経営安定資金回収収入 100,000,000 3,000,000 97,000,000
      特定資産運用収入 2,687,000 3,235,647 △ 548,647
　       特定資産利息収入 43,000 234,665 △ 191,665
  　     特定資産配当金収入 2,644,000 3,000,982 △ 356,982
    　会費収入 40,445,200 40,454,010 △ 8,810
         正会員会費収入 40,445,200 40,454,010 △ 8,810
　    事業収入 4,600,000 5,012,047 △ 412,047
         貸付金利息収入 4,600,000 5,012,047 △ 412,047
 　   補助金等収入 10,900,000 8,708,740 2,191,260
　　　　 北海道補助金収入 10,900,000 8,708,740 2,191,260
           施設整備資金補助金収入 900,000 419,045 480,955
　　　　　 経営安定資金補助金収入 10,000,000 8,289,695 1,710,305
　    雑収入 2,000 88,565 △ 86,565
         受取利息収入 2,000 88,565 △ 86,565
　　　　　預金利息収入 2,000 87,455 △ 85,455
　　　　　延滞金収入 0 1,110 △ 1,110
 　   借入金収入 1,250,000,000 475,000,000 775,000,000
         銀行短期借入金収入 1,250,000,000 475,000,000 775,000,000
　　      施設整備資金短期借入金収入 100,000,000 50,000,000 50,000,000
　　      経営安定資金短期借入金収入 900,000,000 355,000,000 545,000,000
　　      短期経営安定資金短期借入金収入 250,000,000 70,000,000 180,000,000

事業活動収入計 2,277,821,000 1,224,685,809 1,053,135,191
　２ 事業活動支出
　　  事業費支出 2,927,900,000 1,249,681,892 1,678,218,108
       貸付事業支出 2,250,000,000 784,500,000 1,465,500,000
         施設整備資金貸付金支出 500,000,000 236,500,000 263,500,000
         環境整備資金貸付金支出 500,000,000 120,000,000 380,000,000
         経営安定資金貸付金支出 900,000,000 355,000,000 545,000,000
         短期経営安定資金貸付金支出 250,000,000 70,000,000 180,000,000
　     　 私立幼稚園等短期経営安定資金貸付金支出 100,000,000 3,000,000 97,000,000
       助成事業費支出 43,000,000 15,816,818 27,183,182
         経営資金利子補給金支出 3,000,000 1,616,818 1,383,182
 　　　　耐震診断助成金支出 10,000,000 0 10,000,000
　　　　 防災・省資源等助成金支出 30,000,000 14,200,000 15,800,000
       経営調査相談事業費支出 10,000,000 6,656,334 3,343,666
         会議費支出 1,500,000 965,610 534,390
         旅費交通費支出 1,000,000 584,951 415,049
         通信運搬費支出 500,000 266,037 233,963
         消耗品費支出 2,500,000 1,923,776 576,224
         印刷製本費支出 500,000 339,460 160,540
         賃借料支出 1,900,000 1,448,000 452,000
         諸謝金支出 2,000,000 1,128,500 871,500
         雑支出 100,000 0 100,000
       借入金利息支出 10,900,000 8,708,740 2,191,260

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで
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　 （単位:円）

科    　     　　　　 目 予　算　額 決　算　額 差　　 異

　 　   借入金返済支出 614,000,000 434,000,000 180,000,000
　　　   銀行短期借入金返済支出 614,000,000 434,000,000 180,000,000

364,000,000 364,000,000 0
250,000,000 70,000,000 180,000,000

　　  管理費支出 46,860,000 40,521,602 6,338,398
         給料手当支出 22,900,000 22,872,753 27,247
         福利厚生費支出 6,000,000 5,981,255 18,745
         会議費支出 500,000 343,875 156,125
         旅費交通費支出 1,600,000 775,320 824,680
         通信運搬費支出 900,000 604,806 295,194
         消耗品費支出 800,000 675,855 124,145
         修繕費支出 100,000 0 100,000
         印刷製本費支出 500,000 308,385 191,615
         光熱水料費支出 300,000 254,025 45,975
         賃借料支出 4,200,000 3,993,136 206,864
         諸謝金支出 5,560,000 1,562,365 3,997,635
         租税公課支出 100,000 80,050 19,950
         負担金支出 3,200,000 3,019,677 180,323
         雑支出 200,000 50,100 149,900

事業活動支出計 2,974,760,000 1,290,203,494 1,684,556,506
事業活動収支差額 △ 696,939,000 △ 65,517,685 △ 631,421,315

Ⅱ　投資活動収支の部

　１ 投資活動収入

　    特定資産取崩収入 1,200,272,000 310,378,542 889,893,458

　　　　 退職給付引当資産取崩収入 42,000 40,320 1,680

         減価償却引当資産取崩収入 230,000 836,049 △ 606,049

　　　   私立幼稚園等短期経営安定資金
         積立資産取崩収入

100,000,000 3,000,010 96,999,990

         災害復旧資金特定資産取崩収入 200,000,000 0 200,000,000

　　　　 貸付事業対策資産取崩収入 900,000,000 306,502,163 593,497,837

投資活動収入計 1,200,272,000 310,378,542 889,893,458

　２ 投資活動支出

　    特定資産取得支出 440,000,000 241,002,173 198,997,827
　　　   私立幼稚園等短期経営安定資金
         積立資産取得支出

100,000,000 3,000,010 96,999,990

　　　　 災害復旧資金特定資産取得支出 200,000,000 0 200,000,000

　    固定資産取得支出 3,300,000 3,113,000 187,000

         什器備品購入支出 3,300,000 3,113,000 187,000

投資活動支出計 443,300,000 244,115,173 199,184,827

投資活動収支差額 756,972,000 66,263,369 690,708,631

Ⅲ　予備費支出 50,000,000 0 50,000,000

　　　当期収支差額 10,033,000 745,684 9,287,316
　　　前期繰越収支差額 60,369,834 45,701,203 14,668,631

　　　次期繰越収支差額 70,402,834 46,446,887 23,955,947

　　   2．債務負担額　　なし

 （注）1．借入金限度額（予算計上外一時借入金）　100,000,000円　　　　　　

道経営安定資金返済資金借入金返済支出

道短期経営安定資金返済資金借入金返済支出

- 11 -



　 （単位:円）

科　　　　　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　　減

Ⅰ　資　 産　 の 　部
 １　流　動　資　産    
　 　　 現  金  預  金 46,712,577 500,553,880 △ 453,841,303

流 動 資 産 合 計 46,712,577 500,553,880 △ 453,841,303
 ２  固　定　資　産    
　(１)特定資産
　 　　 短期経営資金斡旋預託資産 300,000,000 300,000,000 0
　　　　長期経営資金斡旋預託資産 400,000,000 400,000,000 0
　　　　退職給付引当資産 0 40,320 △ 40,320

　　　　減価償却引当資産 3,504,409 4,340,458 △ 836,049
　　　　私立幼稚園等短期経営安定
　　　　資金積立資産

100,000,000 100,000,000 0

　　　　災害復旧資金特定資産 392,220,000 400,480,000 △ 8,260,000
　　　　貸付事業対策資産 1,182,522,200 1,261,948,200 △ 79,426,000

特 定 資 産 合 計 2,378,246,609 2,466,808,978 △ 88,562,369
　(２)その他固定資産
　 　  長 期 貸 付 金 2,909,104,667 2,817,634,467 91,470,200
　　 　　施設整備資金貸付金 1,032,208,667 952,845,467 79,363,200
　　　 　環境整備資金貸付金 621,520,000 595,300,000 26,220,000
　　　 　経営安定資金貸付金 1,267,810,000 1,281,080,000 △ 13,270,000
　 　　　貸 倒 引 当 金 △ 12,434,000 △ 11,591,000 △ 843,000
　　　 什　器　備　品 5,522,933 3,933,603 1,589,330
　　　 電 話 加 入 権 130,965 130,965 0

その他固定資産合計 2,914,758,565 2,821,699,035 93,059,530
固 定 資 産 合 計 5,293,005,174 5,288,508,013 4,497,161
資   産   合   計 5,339,717,751 5,789,061,893 △ 449,344,142

Ⅱ　負　 債　 の 　部
 １　流　動　負　債    
　 　　短 期 借 入 金 1,355,000,000 1,314,000,000 41,000,000
　　 　　銀行短期借入金 1,355,000,000 1,314,000,000 41,000,000
　　　 未　　払　　金 0 454,440,931 △ 454,440,931
　　　 預　　り 　 金 265,690 411,746 △ 146,056
　　　 賞 与 引 当 金 2,597,000 2,427,000 170,000

流 動 負 債 合 計 1,357,862,690 1,771,279,677 △ 413,416,987
 ２　固　定　負　債    
　　　 退 職 給 付 引 当 金　 0 40,320 △ 40,320

固 定 負 債 合 計 0 40,320 △ 40,320
負　 債　 合　 計 1,357,862,690 1,771,319,997 △ 413,457,307

Ⅲ　正 味 財 産 の 部　  
 １　指定正味財産
　　 　北 海 道 出 資 金 515,000,000 515,000,000 0
　　 　市 町 村 出 資 金 75,393,000 75,393,000 0
　　 　民  間  寄  付  金 31,309,000 31,309,000 0
        指定正味財産合計 621,702,000 621,702,000 0
        (うち特定資産への充当額) (            0) (            0) (            0)
 ２　一般正味財産 3,360,153,061 3,396,039,896 △ 35,886,835
        (うち特定資産への充当額) (2,378,246,609) (2,466,768,658) △ 88,522,049

正 味 財 産 合 計 3,981,855,061 4,017,741,896 △ 35,886,835
負債及び正味財産合計 5,339,717,751 5,789,061,893 △ 449,344,142

　　　　　令和６年度貸借対照表

令和７年３月３１日現在
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令和７年度事業計画書

　

（注）利率については、金融情勢により変更することがある。

貸
　
　
付
　
　
事
　
　
業

施 設 整 備 資 金 500,000

一 般 資 金 施
設 整 備 事 業 10年以内

 (うち据置2年)
1.100

特 別 資 金 施
設 整 備 事 業

1校当たり　　　50,000

小学～大学　120,000
 幼稚園・認定こども園
　　　　　　　　  60,000

災害復旧事業
 15年以内

(うち据置2年)
－

経 営 安 定 資 金 900,000 高校運営資金
 7年以内

(うち据置2年)
無利子

私 立 幼 稚 園 等
100,000 幼稚園等短期運営資金 年  度  内 無利子

短 期 経 営 安 定 資 金 250,000

(単位:千円)

 短期・長期経営
 資金融資斡旋に
 伴う支払利息

（据置期間）

区
　
分

資  　金　  名 事業計画額 対 象 事 業
期   　間

利   率

環 境 整 備 資 金
10年以内

(うち据置2年)
1.100

耐震・防災等事業
15年以内

(うち据置2年)
0.300

400,000
環境整備事業

 6年以内
(うち据置1年)

0.900

災 害 復 旧 資 金 (400,000)

年  度  内 無利子

2,000
（経費の1/2以内）

短ﾌﾟﾗ+0.5

11年以内
(うち据置1年)

短ﾌﾟﾗ+0.7

短 期 経 営 安 定 資 金

計
2,150,000
(400,000)

斡
 

旋
 

事
 

業

長 期 経 営 資 金 1,200,000 施設・運営資金
 5年以内

計 2,100,000

助
 

成
 

事
 

業

経営資金利子補給金 3,000 斡旋期間内
利子補給

1.0

事業に要する経費

計 43,000

要 す る 経 費
防 災 ・ 省 資 源 等

30,000
防 災 ・ 省 資 源 等

－ －

耐 震 診 断 助 成 金 10,000
耐 震 診 断 に

－ －

○ 個別経営相談会等の開催 随時開催

貸 付 限 度 額

 小学～大学　120,000
 幼稚園・認定こども園
              40,000

 小学～大学　120,000
 幼稚園・認定こども園
　　　　　  　40,000

 高 校　60,000

 高 校　15,000

計 10,000

財 務 状 況 調 査 等

10,000

○ 財務状況等の情報提供

私 学 経 営 研 修 会

短 期 経 営 資 金 900,000 短期運営資金  1年以内 短期ﾌﾟﾗｲﾑ

高校短期運営資金

合　　計
4,303,000

(400,000)

 幼稚園・認定こども園
               5,000

 小学～大学　100,000
 幼稚園・認定こども園
　　　　　　　20,000

 小学～大学　 50,000
 幼稚園・認定こども園
              10,000

 小学～大学
 短期－500　長期－1,000
 幼稚園・認定こども園
 短期－100　長期－200

2,000
（経費の1/2以内）助 成 金

経
営
調
査
相
談
事
業

○ 私学経営研修会の開催 年１回

私 学 経 営 実 務 研 修 会 ○ 私学経営実務研修会の開催 年２回

個 別 相 談
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　　　　　　令和７年度収支予算書（正味財産増減ベース）

科　　　　　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１ 経常増減の部   

　　 　経常収益 

　　　 　特定資産運用益 6,309,000 2,687,000 3,622,000

　　 　　　特定資産受取利息 2,213,000 43,000 2,170,000

 　　　　　特定資産受取配当金 4,096,000 2,644,000 1,452,000

　　　　 受取会費 39,033,600 40,445,200 △ 1,411,600

　 　　　　正会員受取会費 39,033,600 40,445,200 △ 1,411,600

　　　　 事業収益 5,900,000 4,600,000 1,300,000

　 　　　　貸付金利息 5,900,000 4,600,000 1,300,000

　 　　　　　施設整備資金貸付金利息 4,100,000 2,700,000 1,400,000

 　　　　　　環境整備資金貸付金利息 1,800,000 1,900,000 △ 100,000

　　　　 受取補助金 12,200,000 10,900,000 1,300,000

　　　　　 受取北海道補助金 12,200,000 10,900,000 1,300,000

        　   施設整備資金補助金 1,200,000 900,000 300,000

　　　　　　 経営安定資金補助金 11,000,000 10,000,000 1,000,000

　　　　 雑収益 130,000 2,000 128,000

           受取利息 130,000 2,000 128,000

　　　 　　　預金利息 130,000 2,000 128,000

経 常 収 益 計 63,572,600 58,634,200 4,938,400

　　 　経常費用 

　　　　 事業費 103,324,400 94,713,400 8,611,000

　　 　  　給料手当 22,550,000 17,335,000 5,215,000

　　  　　 福利厚生費 5,460,000 4,680,000 780,000

           賞与引当金繰入額 2,654,000 1,887,000 767,000

　 　 　　 会議費 1,500,000 1,500,000 0

　  　　　 旅費交通費 1,300,000 1,300,000 0

　　　　　 通信運搬費 1,202,000 1,202,000 0

　　 　　  減価償却費 1,690,000 1,141,000 549,000

　　　　　 消耗品費 3,124,000 3,124,000 0

　　　　　 印刷製本費 890,000 890,000 0

　　 　 　 光熱水料費 234,000 234,000 0

   　　　　賃借料 5,176,000 5,176,000 0

　　  　　 諸謝金 2,194,400 2,194,400 0

　　　　　 租税公課 50,000 50,000 0

 　　 　　 雑費 100,000 100,000 0

　 　　　　経営資金利子補給金 3,000,000 3,000,000 0

           耐震診断助成金 10,000,000 10,000,000 0

　　　　　 防災・省資源等助成金 30,000,000 30,000,000 0

　　 　  　借入金利息 12,200,000 10,900,000 1,300,000

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

1１
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（単位:円）
科　　　　　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

　　　　 管理費 22,166,600 19,970,600 2,196,000

　　 　  　給料手当 6,850,000 5,265,000 1,585,000

　　  　　 福利厚生費 1,540,000 1,320,000 220,000

　　　 　　賞与引当金繰入額 807,000 574,000 233,000

　 　 　　 会議費 500,000 500,000 0

　  　　　 旅費交通費 1,300,000 1,300,000 0

　　　　　 通信運搬費 198,000 198,000 0

　　 　　  減価償却費 480,000 322,000 158,000

　　　　　 消耗品費 176,000 176,000 0

　　　　　 修繕費 100,000 100,000 0

　　　　　 印刷製本費 110,000 110,000 0

　　 　 　 光熱水料費 66,000 66,000 0

   　　　　賃借料 924,000 924,000 0

　　  　　 諸謝金 5,665,600 5,665,600 0

　　　　　 租税公課 50,000 50,000 0

　　　　　 支払負担金 3,200,000 3,200,000 0

 　　 　　 雑費 200,000 200,000 0

経 常 費 用 計 125,491,000 114,684,000 10,807,000

　　当期経常増減額 △ 61,918,400 △ 56,049,800 △ 5,868,600

　２　経常外増減の部

　　　　経常外収益 

　　　　　 貸倒引当金戻入額 1,285,000 1,285,000 0

　　　　　 退職給付費用戻入額 0 32,000 △ 32,000

　　      経 常 外 収 益 計 1,285,000 1,317,000 △ 32,000

　　当期経常外増減額 1,285,000 1,317,000 △ 32,000

　　当期一般正味財産増減額 △ 60,633,400 △ 54,732,800 △ 5,900,600

　　一般正味財産期首残高 3,380,824,138 3,422,284,172 △ 41,460,034

　　一般正味財産期末残高 3,320,190,738 3,367,551,372 △ 47,360,634

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　　指定正味財産期首残高 621,702,000 621,702,000 0

　　指定正味財産期末残高 621,702,000 621,702,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 3,941,892,738 3,989,253,372 △ 47,360,634
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　　　　令和７年度収支予算書（正味財産増減ベース）内訳表

公益目的事業会計
私 学 振 興 事 業

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１ 経常増減の部    

　　 　経常収益 

　　　 　特定資産運用益 6,303,000 6,000 6,309,000

　　 　　　特定資産受取利息 2,207,000 6,000 2,213,000

 　　　　　特定資産受取配当金 4,096,000 0 4,096,000

　　　　 受取会費 19,516,800 19,516,800 39,033,600

　 　　　　正会員受取会費 19,516,800 19,516,800 39,033,600

　　　　 事業収益 5,900,000 0 5,900,000

　 　　　　貸付金利息 5,900,000 0 5,900,000

　 　　　　　施設整備資金貸付金利息 4,100,000 0 4,100,000

 　　　　　　環境整備資金貸付金利息 1,800,000 0 1,800,000

　　　　 受取補助金 12,200,000 0 12,200,000

　　　　　 受取北海道補助金 12,200,000 0 12,200,000

        　   施設整備資金補助金 1,200,000 0 1,200,000

　　　　　　 経営安定資金補助金 11,000,000 0 11,000,000

　　　　 雑収益 0 130,000 130,000

           受取利息 0 130,000 130,000

　　　 　　　預金利息 0 130,000 130,000

経 常 収 益 計 43,919,800 19,652,800 63,572,600

　　 　経常費用 

　　　　 事業費 103,324,400 0 103,324,400

　　 　  　給料手当 22,550,000 0 22,550,000

　　  　　 福利厚生費 5,460,000 0 5,460,000

           賞与引当金繰入額 2,654,000 0 2,654,000

　 　 　　 会議費 1,500,000 0 1,500,000

　  　　　 旅費交通費 1,300,000 0 1,300,000

　　　　　 通信運搬費 1,202,000 0 1,202,000

　　 　　  減価償却費 1,690,000 0 1,690,000

　　　　　 消耗品費 3,124,000 0 3,124,000

　　　　　 印刷製本費 890,000 0 890,000

　　 　 　 光熱水料費 234,000 0 234,000

   　　　　賃借料 5,176,000 0 5,176,000

　　  　　 諸謝金 2,194,400 0 2,194,400

　　　　　 租税公課 50,000 0 50,000

 　　 　　 雑費 100,000 0 100,000

　 　　　　経営資金利子補給金 3,000,000 0 3,000,000

           耐震診断助成金 10,000,000 0 10,000,000

　　　　　 防災・省資源等助成金 30,000,000 0 30,000,000

　　 　  　借入金利息 12,200,000 0 12,200,000

科　　　　　　　　　目 法 人 会 計 合　　　計

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

1２
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　 （単位:円）
公益目的事業会計
私 学 振 興 事 業

　　　　 管理費 0 22,166,600 22,166,600

　　 　  　給料手当 0 6,850,000 6,850,000

　　  　　 福利厚生費 0 1,540,000 1,540,000

　　　 　　賞与引当金繰入額 0 807,000 807,000

　 　 　　 会議費 0 500,000 500,000

　  　　　 旅費交通費 0 1,300,000 1,300,000

　　　　　 通信運搬費 0 198,000 198,000

　　 　　  減価償却費 0 480,000 480,000

　　　　　 消耗品費 0 176,000 176,000

　　　　　 修繕費 0 100,000 100,000

　　　　　 印刷製本費 0 110,000 110,000

　　 　 　 光熱水料費 0 66,000 66,000

   　　　　賃借料 0 924,000 924,000

　　  　　 諸謝金 0 5,665,600 5,665,600

　　　　　 租税公課 0 50,000 50,000

　　　　　 支払負担金 0 3,200,000 3,200,000

 　　 　　 雑費 0 200,000 200,000

経 常 費 用 計 103,324,400 22,166,600 125,491,000

　　当期経常増減額 △ 59,404,600 △ 2,513,800 △ 61,918,400

　２　経常外増減の部

　　　　経常外収益 

　　　　　 貸倒引当金戻入額 1,285,000 0 1,285,000

           退職給付費用戻入額 0 0 0

　　      経 常 外 収 益 計 1,285,000 0 1,285,000

　　当期経常外増減額 1,285,000 0 1,285,000

　　当期一般正味財産増減額 △ 58,119,600 △ 2,513,800 △ 60,633,400

　　一般正味財産期首残高 3,380,824,138

　　一般正味財産期末残高 3,320,190,738

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　当期指定正味財産増減額 0

　　指定正味財産期首残高 621,702,000

　　指定正味財産期末残高 621,702,000

Ⅲ　正味財産期末残高 3,941,892,738

科　　　　　　　　　目 法 人 会 計 合　　　計

- 17 -



　

科　　　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　　減

Ⅰ事業活動収支の部

　１事業活動収入

　貸付金回収収入 943,726,800 969,186,800 △ 25,460,000

   施設整備資金回収収入 173,916,800 157,136,800 16,780,000

   環境整備資金回収収入 87,540,000 93,780,000 △ 6,240,000

   経営安定資金回収収入 332,270,000 368,270,000 △ 36,000,000

   短期経営安定資金回収収入 250,000,000 250,000,000 0

　 私立幼稚園等短期経営安定資金回収収入 100,000,000 100,000,000 0

  特定資産運用収入 6,309,000 2,687,000 3,622,000

   特定資産利息収入 2,213,000 43,000 2,170,000

   特定資産配当金収入 4,096,000 2,644,000 1,452,000

  会費収入 39,033,600 40,445,200 △ 1,411,600

   正会員会費収入 39,033,600 40,445,200 △ 1,411,600

  事業収入 5,900,000 4,600,000 1,300,000

   貸付金利息収入 5,900,000 4,600,000 1,300,000

  補助金等収入 12,200,000 10,900,000 1,300,000

　 北海道補助金収入 12,200,000 10,900,000 1,300,000

     施設整備資金補助金収入 1,200,000 900,000 300,000

　　 経営安定資金補助金収入 11,000,000 10,000,000 1,000,000

　雑収入 130,000 2,000 128,000

   受取利息収入 130,000 2,000 128,000

  借入金収入 1,250,000,000 1,250,000,000 0

   銀行短期借入金収入 1,250,000,000 1,250,000,000 0

　　施設整備資金短期借入金収入 100,000,000 100,000,000 0

　　経営安定資金短期借入金収入 900,000,000 900,000,000 0

　　短期経営安定資金短期借入金収入 250,000,000 250,000,000 0

事業活動収入計 2,257,299,400 2,277,821,000 △ 20,521,600

 ２事業活動支出

 事業費支出 2,799,460,000 2,927,900,000 △ 128,440,000

　貸付事業支出 2,150,000,000 2,250,000,000 △ 100,000,000

    施設整備資金貸付金支出 500,000,000 500,000,000 0

    環境整備資金貸付金支出 400,000,000 500,000,000 △ 100,000,000

    経営安定資金貸付金支出 900,000,000 900,000,000 0

    短期経営安定資金貸付金支出 250,000,000 250,000,000 0

    私立幼稚園等短期経営安定資金貸付金支出 100,000,000 100,000,000 0

  助成事業費支出 43,000,000 43,000,000 0

    経営資金利子補給金支出 3,000,000 3,000,000 0

    耐震診断助成金支出 10,000,000 10,000,000 0

　　防災・省資源等助成金支出 30,000,000 30,000,000 0

  経営調査相談事業費支出 10,000,000 10,000,000 0

  借入金利息支出 12,200,000 10,900,000 1,300,000

　　　　　　令和7年度収支予算書

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで
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科　　　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　　減

     借入金返済支出 584,260,000 614,000,000 △ 29,740,000

        銀行短期借入金返済支出 584,260,000 614,000,000 △ 29,740,000

　　　　　　道施設整備資金返済資金借入金返済支出 6,260,000 0 6,260,000

　　　　　　道経営安定資金返済資金借入金返済支出 328,000,000 364,000,000 △ 36,000,000

　　　　　　道短経営安定資金返済資金借入金返済支出 250,000,000 250,000,000 0

    管理費支出 54,660,000 46,860,000 7,800,000

            事業活動支出計 2,854,120,000 2,974,760,000 △ 120,640,000

           事業活動収支差額 △ 596,820,600 △ 696,939,000 100,118,400

Ⅱ投資活動収支の部

 １投資活動収入

　   特定資産取崩収入 1,000,000,000 1,200,272,000 △ 200,272,000

　　　　 退職給付引当資産取崩収入 0 42,000 △ 42,000

         減価償却引当資金取崩収入 0 230,000 △ 230,000

　　　   私立幼稚園等短期経営安定資金
         積立資産取崩収入

100,000,000 100,000,000 0

         災害復旧資金特定資産取崩収入 0 200,000,000 △ 200,000,000

　　　　 貸付事業対策資産取崩収入 900,000,000 900,000,000 0

            投資活動収入計 1,000,000,000 1,200,272,000 △ 200,272,000

 ２投資活動支出

　    特定資産取得支出 350,489,667 440,000,000 △ 89,510,333

　　　　 減価償却引当資産取得支出 489,667 0 489,667

　　　   私立幼稚園等短期経営安定資金
         積立資産取得支出

100,000,000 100,000,000 0

　       災害復旧資金特定資産取得支出 0 200,000,000 △ 200,000,000

　　　　 貸付事業対策資産取得支出 250,000,000 140,000,000 110,000,000

　   固定資産取得支出 3,500,000 3,300,000 200,000

         什器備品購入支出 3,500,000 3,300,000 200,000

投資活動支出計 353,989,667 443,300,000 △ 89,310,333

投資活動収支差額 646,010,333 756,972,000 △ 110,961,667

Ⅲ予備費支出 50,000,000 50,000,000 0

　　 当期収支差額 △ 810,267 10,033,000 △ 10,843,267

　　 前期繰越収支差額 54,213,665 60,369,834 △ 6,156,169

　　 次期繰越収支差額 53,403,398 70,402,834 △ 16,999,436

（注）  1  借入金限度額（予算計上外一時借入金）　100,000,000円

 　　 　2  債務負担額    なし  

（単位:円）
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